
平成１３年度 施 策 別 取 組 方 向

部局名： 、環境部、農林水産商工部、県土整備部地域振興部

施策番号 施 策 名

５６１ 県土の計画的な利用の促進

【２０１０年度の目標】
環境に配慮し、県民の安全性や県土利用の質的向上をうながすための土地利用が図られてい
ます。

項 目 基準年度の状況 年度実績 年度の目標1999 2001
( 年度の目標)2010

県土の利用区分別面積の目標 （ 年） （平成 年） （単位： ）1995 10 ｋ㎡
（ ）単位： （単位： ）ｋ ｋ㎡ ㎡

農 用 地 ６９２ ６７１ ６７０ ６３３（ ）
森 林 ３，７５１ ３，７４６ ３ ７４７ ３ ７３２， （ ， ）
原 野 ２ ２ ２ ２（ ）
水 面 等 ２０７ ２０９ ２１０ ２１２（ ）
道 路 ２１８ ２２１ ２３３ ２５６（ ）
宅 地 ３２５ ３４８ ３４４ ３７４（ ）
そ の 他 ５７９ ５８０ ５７３ ５７３（ ）
合 計 ５，７７４ ５，７７６ ５ ７７９ ５ ７８２， （ ， ）

１ 平成１１年度の取組
（１）平成１１年度の取組概要とその成果

・ 国土調査として、地籍調査を９市町村４．３１ｋ 土地分類基本調査の調査済㎡、
み２図幅の数値情報化を行ったほか、県下５３５ポイントの地価調査を実施し有
効な土地利用を図るための基礎資料とした。

・ 国土利用計画策定要領の見直しを行い市町村に策定・改訂の指導を行った。

・ 国土利用計画法に基づき、３６２件の土地取引の届出を主に利用目的の側面か
ら審査した。また、９件の届出に対し助言を行った。

・ 土地利用対策委員会を開催し、土地利用計画に関する案件１件及び土地利用の
調整案件１件をそれぞれ審議し庁内調整を図った。

・ 首都機能移転候補地である三重・畿央地域の１２市町村の市街化区域を除く地
域を土地の投機対策として、国土法の「監視区域」に指定した。

（２）平成１１年度の取組に対する問題点

・ 市町村国土利用計画の策定率が目標５０％に対し４４％と低い。

・ 国土調査（地籍調査）の第４次１０カ年計画の最終年度に当たるが、その進捗
率が６％と低く、市町村への普及・啓蒙活動を積極的に行っていく必要がある。

２ 平成１２年度の取組と成果見込み

・ 国土調査の第５次１０カ年計画を策定し、地籍調査及び土地分類調査の推進を
図るほか、地価調査等土地に関する基礎的な調査を引き続き実施する。

・ 市町村国土利用計画の策定率の向上を図るため、未策定市町村に対して個別指
導を行う。１２年度中に玉城町が策定できる見込みである。

・ 個々の土地取引や土地の開発事案について、環境・安全面を充分勘案しながら
目的審査や事前の調整を図っていく。



３ 平成１３年度以降に向けての取組方向

（地域振興部）

県土の計画的な利用の促進を図るため、土地取引関連調査や地価調査等、様々な
土地に関する基礎的調査は引き続き行っていくこととするが、将来におけるＧＩＳ
の活用など土地情報基盤の確立も視野に入れ 国土調査事業の計画的な推進として、 、
特に地籍調査について市町村への普及・啓蒙活動に力を入れていく。
一方、国土利用計画等、県土に関する諸計画の整備とその管理運営を引き続き進
めていくが、特に土地利用にかかる市町村計画については、その整備率の捉まえ方
を国土利用計画（市町村計画）のみならず、市町村総合計画や都市計画マスタープ
ラン等も土地利用に関するひとつの計画として位置づけ、その策定状況も含めて捉
えていくこととする。
なお、個々具体の土地取引にかかる届出審査や大規模開発事案に関する事前調整
について、特に環境・安全面の側面に充分留意しながら調整を行っていく。

（環境部）

平成１３年度以降樹立の地域森林計画の編成作業に森林ＧＩＳを活用し、森林に
対する県民のニーズに応じた森林環境づくりを目指す。
宮川流域においてモデル的に実施したゾーニングに基づき、県下全域のゾーニン
グを行い、環境に配慮した重点的・総合的な森林整備の実施を目指す。

（農林水産商工部）

① 県土地利用の内、農地は概ね年１％程度が減少し、食糧の確保から歯止めをか
ける必要があり、特に優良農用地の保全確保に対する具体的施策が急務となって
いる また この傾向から 農地転用と他の個別法との整合 林地化 都市化等。 、 、 （ 、 ）、
公益的機能の低下による直接影響、未利用地における環境問題等の課題が生じて
きており、それぞれの個別法による土地利用規制の適正執行とそれぞれの十分な
調整が必要となる。

② 企業誘致にとって優位な工業適地を調査選定すること及び引き続き市町村との
協動で企業誘致に努める。
特に、企業進出が進まない東紀州地域の企業誘致活動を強化していく。

（県土整備部）

用地取得のスピードアップのために用地交渉業務を土地開発公社に委託拡大及び
市町村と関わりの深い事業についても委託をしながら、用地取得率８０％となった
とき、または用地幅杭の打設から３年を経たときのいずれか早い時期までに収用手
続きに移行できるように地元の意向を把握した上で進めていく。
過年度未登記は、平成１２年度に整理された処理課題に対して、弁護士、司法書
士等の専門家で構成する委員会を設置し、未登記の解消を図っていく。


